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[当事者名]

被上告人（控訴人・原告）広島水産株式会社　

対　

上告人（被控訴人・被告）野村證券株式会社

[事実の概要]
X株式会社(原告・控訴人・被上告人)は、昭和59年9月、A証券会社(被告・脱退被控訴人)に運用資金5億円を預託して、株式等現物及び中期国債ファンドの売買の取引を開始し、順次、取引商品の種類と金額を拡大していった。平成元年6月に、大阪証券取引所において株価指数オプション取引(日経平均株価オプション取引)が開始されたので、同年8月、Xはコールオブションの買付取引を開始した。Xは保有有価証券に多額の含み損を抱える中で運用益を上げるために、平成3年2月から平成4年4月までの間に、Xは、Aの当時の担当者Bの勧めに従い、新規取引の回数で計68回のオプション取引を行った。その際、新たに現金が不要であるとの理由から、オプションの売り取引が多く選択され、この間のオプション取引によりXは約2090万円の損失を被った。平成4年11月にAの担当者がCに交替したのを機に、Xの役員は、今後の運用方針についてCと4、5回にわたって話し合い、株価指数オプション取引を再開することとした。そして、平成4年12月から乎成5年11月にかけて、オプションの売り取引を中心に新規取引の回数で計199回のオプション取引を行い、約2億721万円の損失を被った。
そこでXは、Aの担当者の行為につき、過当取引、断定的判断の提供、適合性原則違反、説明義務違反などの違法があると主張して、Aに対し不法行為による損害賠償を請求した。1審東京地裁平成13年7月27日判決(判例集未登載)は、Xの請求を棄却した。X控訴。控訴審係属中に、A社で組織再編が行われ、Y会社(被控訴人引受人・上告人)がA社から営業を承継して、本件訴訟を引き受けた。原審である東京高裁平成15年4月22日判決(判時1828号19頁)は、証券会社の外務員が、オプションの売り取引に伴う損失のリスクを限定・回避するための知臓・経験・能力を有しない顧客にオプションの売り取引を勧めてこれを行わせることは、特段の事情のない限り、適合性の原則に違反する違法な行為となるとの一般論を展開した上で、Xの役員はそのような知識・経験、能力を有していたとは認められないとして、B及びCがXに勧誘して行わせたオプション取引(平成3年2月から平成5年11月までの取引)について、5割の過失相殺をした上で損害賠償請求を一部認容した。Yが上告受理申立て。
[判旨]

破棄差戻し。
「平成10年法律第107号による改正前の証券取引法54条1項1号、2号及び証券会社の健全性の準則等に関する省令(昭和40年大蔵省令第60号)8条5号は、業務停止命令等の行政処分の前提要件としてではあるが、証券会社が、顧客の知識、経験及び財産の状況に照らして不適当と認められる勧誘を行って投資者の保護に欠けることとならないように業務を営まなければならないとの趣旨を規定し、もって適合性の原則を定める(現行法の43条1号参照)。また、平成4年法律第73号による改正前の証券取引法の施行されていた当時にあっては、適合性の原則を定める明文の規定はなかったものの、大蔵省証券局長通達や証券業協会の公正慣習規則等において、これと同趣旨の原則が要請されていたところである。これらは、直接には、公法上の業務規制、行政指導又は自主規制機関の定める自主規制という位置付けのものではあるが、証券会社の担当者が、顧客の意向と案情に反して、明らかに過大な危険を伴う取引を積極的に勧誘するなど、適合性の原則から著しく逸脱した証券取引の勧誘をしてこれを行わせたときは、当該行為は不法行為法上も違法となると解するのが相当である。」
「証券会社の担当者によるオプションの売り取引の勧誘が適合性の原則から著しく逸脱していることを理由とする不法行為の成否に関し、顧客の適合性を判断するに当たっては、単にオプションの売り取引という取引類型における一般的抽象的なリスクのみを考慮するのではなく、当該オプションの基礎商品が何か.当該オプションは上場商品とされているかどうかなどの具体的な商品特性を踏まえて、これとの相開関係において、顧客の投資経験、証券取引の知識、投資意向、財産状態等の諸要素を総合的に考慮する必要があるというべきである。」〔才口千晴(*)裁判官の補足意見がある。)
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(*)名前の読み方が不確かです。






